
（別表）私立専修学校防災機能等強化緊急特別推進事業の補助対象範囲 

 
経 費 区 分 内           容 

 
耐震診断経費 

 
 

  本事業の対象となる建物に係る耐震診断及び補強計画策定に要する経費を対象とする。（前々年度支出分まで対象とする。） 
 実施設計経費と同一契約のため経費区分が困難である場合は，補助対象工事費（耐震診断経費及び実施設計費を除く。）の 

１％を実施設計経費として整理する。 

工 事 区 分 対 象 工 事 の 範 囲 

耐震補強壁等の設置   耐震補強壁，柱，梁等の構造体の設置・補強等を実施する場合は対象とする。 

窓枠の取り替え等 
 
 
 

① 耐震補強壁等設置部分 
② 連窓窓枠の場合で，一部分が耐震補強壁等に係る場合もすべて対象とする。 
③ 補強建物等の窓ガラスを強化ガラス等に変更する場合は対象とする。 
  また，強化ガラスに変更することにより必要となる窓枠の変更も対象とする。 

外装 
 
 

① 一側面に耐震補強壁等が一箇所以上設置されれば，当該側面はすべて対象とする。 
② 耐震補強壁等は設置されないが，亀裂部分の樹脂注入，剥離部分の補修等に関連して塗装が 

必要となる同一側面は対象とする。 

内装 
 
 
 
 
 

① 耐震補強壁等が一箇所でも設置されれば，同一空間の床・壁・天井及び内装は対象とする。 
② 廊下部分に耐震補強壁等を設置する場合は，その建物の廊下全面を同一空間として対象と 

する。 
③ 耐震補強壁装置により関連して照度が低下する場合，照度を確保するための塗装等は対象と 

する。 

照明器具の増設等 補強により，天井材の改修を行う場合に必要となる照明器具の改修を対象とする。 

建物に固着していた棚・ロッ

カー等の解体・設置 
 
 
 

① 耐震補強壁等設置部分で，他の位置への復旧は対象とする。 
② 耐震補強壁等接地面ではないが，床・壁・天井を撤去することに伴い，ロッカー等必然的に撤去

，復旧する場合は対象とする。（他の位置への復旧を含む） 
③ 耐震補強壁等設置に伴い，部屋の配置替を実施する場合の新旧の撤去復旧費及び他の用途への改

造費を含む。 

防水工事の軽量化等 
 

① 既存の防水層を撤去し露出防水として軽量化を図る等の場合は対象とする。 
② 軽量化を図るための屋上フェンス，塔屋，庇等の撤去は対象とする。 

天窓等の設置 屋上部分の軽量化のためや，照度上の効果等のために天窓等を設置する場合は対象とする。 

高架水槽の移設等    耐震性高架水槽への交換は対象とする。 

防火扉等の設置 
 
 

① 建築基準法，消防法等の法令の規定により，今回補強工事を行うことに伴い補強建物の内部の設

置を義務づけられているものについては対象とする。 
② 防火扉等に関する制御装置は対象とする。 

設備関係の改造 
 
 
 

① 補強工事に関連して必要となる設備関係の改造については，原則として同一空間内を対象とする

。なお，キュービクル等，関連して補強建物以外の設備関係工事を要する場合は対象とする。

② 空調設備については，耐震補強壁等設置室を対象とする。 

仮設建物工事 
（リース料） 

  補強工事を実施する建物面積を限度に対象とする。 
 

補強建物等に隣接する倉庫等

の撤去・復旧 
  補強工事施工上，撤去せざるを得ない場合については対象とする。 
 

 
工事費 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

その他    特に必要と認められる工事は対象とする。  

  

 


